
※２枚目の交付決定通知書【サンプル】を併せてご参照ください。 

様式第９号（第１０条関係）  
令和 8年 6月 2日  

 
 
 
 
越前市長 宛  

（申請者）  住所 越前市○○○○ 1－ 1 
氏名・法人名 補助金  太郎  
代表者名 (法人の場合 )  
電話番号 0778－ 22－○○○○  

越前市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金実績報告書  

 B                     A 
令和８年５月１５日付け  越環第○○○○号で補助金の交付決定を受けた越前市地

域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金に係る事業が完了したので、越

前市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金交付要綱第１０条の規定

により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。  
 

記  
 
１ 補助事業の名称  
    越前市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業  
 
２ 補助事業の実績  

工事期間  令和８年５月１８日～令和８年５月３０日  

支払い完了日  令和８年５月３０日   

補助金の交付決定額  ４００，０００円   

 
 
４ 本件担当者の氏名、連絡先  

 ※代理申請の場合は、上記の担当者欄に代理申請者について記載    

担当者所属 株式会社○○○○ 電話番号 090-1234-5678 

担当者氏名 山田 花子 E-Mail hanako.y@○○○○.jp 

（ 注 意 ） 実 績 報 告 書 の提 出 期 限 は、事 業 完 了 日 から 1 ヶ月 以 内
または 1 月 31 日 のいずれか早 い方  

領 収 書 の日 付 を記 載  

交 付 決 定 通 知 書 Ｃ の金 額  

事 業 完 了 日 以 降 の日 付 を記 入  
※事 業 完 了 日 ＝ 領 収 日 か工 事 完 了 日 の

いずれか遅 い方  

交 付 決 定 通 知 書 (様 式 2)の 
B の日 付 、A の番 号  



交 付 決 定 通 知 書 の見 方  
 
 
 

様式第２号（第６条関係） 

 越環第〇〇〇〇号Ａ  

令和８年５月１５日 B 

 

住所 越前市〇〇〇１－１ 

氏名 補助金 太郎 様 

 

                         越前市長 〇〇〇 〇〇〇 

 

補助金等交付決定通知書 

 

令和８年４月２７日付けで申請のあった越前市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対

策加速化事業補助金の交付については、越前市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策

加速化事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第５条の規定により、次のとおり

交付することに決定したので通知する。 

 

１ この補助金等の交付の対象となる事業（以下「補助事業等」という。）及びその

内容 

・・・省略・・・ 

 

 

２ 補助事業等に要する経費及び補助金等の額は、次のとおりとする。 

  補助企業等に要する経費  ８１４，２００円 

  補助金等の額       ４００，０００円Ｃ  

３  交付の条件は、次のとおりである。 

・・・省略・・・ 

 

 

【サンプル】  

実 績 報 告 書 (様 式 9) 
A＝ 交 付 決 定 通 知 番 号  
B＝ 交 付 決 定 通 知 日  
へそれぞれ記 載  

導 入 機 器 や金 額 に変 更 があった場 合
は 、必 要 に応 じて事 前 に相 談 のうえ
変 更 申 請 の手 続 きを行 う必 要 あり 

下 記 ①②に記 載  
①実 績 報 告 書 （ 様 式 9） 「 ２ .補 助 事
業 の実 績 」 補 助 金 の交 付 決 定 額 の欄  
②交 付 請 求 書 （ 様 式 11） 「 補 助 金 の
交 付 確 定 額 」 ・「 交 付 請 求 額 」  



様式第１０号の３（第１０条関係） 
 令和 8 年 6 月 2 日 

 
 
 
 

事業実績書 
（高効率給湯器購入） 

１ 基礎情報 

対象設備

設置場所 

住所 越前市○○○○1－1 
氏名 補助金 太郎 
区分１ ☑個人住宅 □事業所 区分２ □新築 □建売 ☑既存 

 
 
 
２ 事業概要 

対象設備導入実績 
購入日 令和 8 年 5 月 18 日 
設置完了日 令和 8 年 5 月 21 日 

 

既存給湯器 
（廃棄予定分） 

給湯器の種類 電気温水器 
メーカー名 ○○ 
型式 ABC-1234567 
給湯器効率 1.0 

高効率給湯器 
（新規購入分） 

給湯器の種類 エコキュート 
メーカー名 ○○ 
型式 HEJ-8901234 
給湯器効率 3.5 

CO２削減率 71.43％ 
 

※給湯器効率は、カタログ等で確認の上、「年間給湯保温効率」または「年間給湯効率」を記載 
ください。 

 
３ 設備写真 

※設置した高効率給湯器の全景及び型式等がわかる写真を併せて送付ください。 

実績報告書(様式 9)と同日を記載 

契約日から着工日までの間
で適当な日付を記載 

＜設備写真について＞ 
※設置前（申請時に提出した既存給湯器）の写真も提出要 
※設置前後ともに設備の全景・周辺の外壁等と、製造年・型式等が確認できる写真 



 
 

工 事 請 負 契 約 書 

 

補 助 金  太 郎 様 （ 以 下 、甲 という） と株 式 会 社 ○○○○（ 以 下 、乙 という） とは 

次 の記 載 事 項 に基 づき、工 事 請 負 契 約 を締 結 する。 

 

１ ． 工 事 名   補 助 金  太 郎 様 邸  エコキュートへの取 替 工 事  

２ ． 工 事 場 所  越 前 市 ○○○○1－ 1 

３ ． 請 負 金 額  ￥ ９ ４ ７ ， ３ ２ ０ － （ うち消 費 税  ￥ ８ ６ ， １ ２ ０ － ）  

 

【 内 訳 】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この契 約 の証 として本 契 約 書 を２ 通 作 成 し、発 注 者 及 び請 負 者 が記 名 押 印 の上 、 

各 １ 通 を保 有 する。 

 

令 和 ８ 年 ５ 月 １ ６ 日  

甲 （ 発 注 者 ） 住 所   越 前 市 ○○○○1－ 1 

 氏 名  補 助 金  太 郎 

 

乙 （ 請 負 者 ） 住 所  福 井 市 〇〇〇〇2－ 2 

氏 名  株 式 会 社○○○○ 

代 表 取 締 役  越 前  一 郎  

 

契 約 日 は 
交 付 決 定 日 以 降  

印 

印 

【サンプル】  

見 積 書 ・領 収 書 の金 額 と同 額  

収 入  
印 紙  印 印 

申 請 時 の見 積 書 から内 容 に変 更

があった場 合 は 

変 更 承 認 申 請 手 続 きが必 要  

（ 新 設 給 湯 器 種 類 （ 金 額 ） の

変 更 、工 事 追 加 など）  



様式第５号の３（第４条・第１０条関係） 

補助要件チェックシート 

（高効率給湯器購入） 

該当する場合に☑を入れてください。チェック欄全てに当てはまらない場合は、原則補助金を交付することが

できません。なお、チェックした項目については、別途、確認させていただく場合があること、予めご了承く

ださい。 

申請者名  補助金 太郎   

 
項目 確認内容 チェック

欄 

（補助対象者要件） 

(1) 市税の滞納がないこと。 ☑ 

(2) 暴力団または暴力団員等と関わりがないこと。（詳細は交付要綱第３条第２項参

照） 
☑ 

（補助対象事業要件） 

事業全般 

(1) 本補助事業が二酸化炭素の排出の削減に効果があること。 ☑ 

(2) 本補助事業実施時における最新の各種法令等に遵守した事業であること ☑ 

(3) 本補助事業の実施により取得した温室効果ガス削減効果について、J-クレジッ

ト制度への登録を行わないこと。 
☑ 

(4) 本補助事業以外の国の負担又は補助を受けて事業を実施するものでないこと。 ☑ 

(5) 市内の自ら居住する住宅若しくは住宅の敷地内、市内に有する事業所若しくは

事業所の敷地内に補助対象設備を設置する事業、又はこれらに設置するリース

事業であること。 

☑ 

(6) 次に示す（ア）～（エ）について遵守すること。 ☑ 

ア 地域住民や地域の自治体と適切なコミュニケーションを図るとともに、地域住

民に十分配慮して事業を実施するよう努めること 
☑ 

イ 関係法令及び条例の規定に従い、土地開発等の設計・施工を行うこと ☑ 

ウ 防災、環境保全、景観保全を考慮し交付対象設備の設計を行うよう努めること。 ☑ 

エ 一の場所において、設備を複数の設備に分割したものでないこと。 ☑ 

高効率給湯器 

(1) 新たに導入する給湯器は、商用化されており、導入実績があるものであること。 ☑ 

(2) 新たに導入する給湯器は、未使用品であること。（中古品は補助対象外） ☑ 

(3) 既存の給湯器等の入替えをして、新たな高効率給湯器を導入する事業であるこ

と。 
☑ 

代理申請者(事業者)ではなく 
補助金受給者(給湯器購入者)の名前で記載 



(4) 既存の給湯器の撤去及び処分費用は、補助対象経費に含んでいないこと。 ☑ 

(5) 既存の給湯器等に対して、３０％以上の省ＣＯ２効果が得られるものであるこ

と。 
☑ 

リースの場合 

(1) 建物の所有者が、当補助金を受けてリース事業者の高効率給湯器を設置するこ

とを承諾していること。 
□ 

(2) 建物の所有者がリース事業者に支払うリース料金から、補助金額が差し引かれ

ていること。 
□ 

 
 
 
 
 

リースでない場合はチェック不要 



様式第１１号（第１２条関係） 
 

  令和 8 年 6 月 2 日 
 越前市長  様 
  
                                住 所  越前市○○○○1－1              

                             氏 名・法人名  補助金 太郎               

       （法人の場合：代表者名)          
                             連絡先電話番号 0778－22－○○○○                

 
 

越前市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 
交付請求書 

 
令和８年５月１５日付けで補助金の交付決定通知［及び令和  年  月  日付けで補助金の交付変更承

認決定通知］のあった次の補助金について、越前市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金交

付要綱第１２条の規定により補助金の交付を請求します。 
 

交付決定年月日 
［交付変更承認決定年月日］ 

令和８年５月１５日 
［令和  年   月   日］ 

交付決定番号 
越環第〇〇〇〇号 

補助事業等の名称 
越前市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対

策加速化事業 

補助金の交付確定額 金４００，０００円 

交付請求額 金４００，０００円 

 
 
 添付書類 
 □申請者の振込先口座が分かる書類（通帳のコピー等） 

 

 交付決定通知書(様式 2)の 
B の日付 

変更承認申請した場合に記載 

交付決定通知書 
(様式 2) A の番号 

「補助金の交付確定額」 
「交付請求額」 
交付決定通知書(様式 2) C の金額 

代理申請者ではなく補助金受給者(給湯器購入者)
の通帳のコピー等 

実績報告書以降の
日付を記載 


